
　八潮市の普通会計（注）の平成１３年度から平成２８年度までの決算状況の推移をグラフ

などを使ってお知らせします。

　また、直近５年間と１０年前の平成１８年度、１５年前の平成１３年度については、該当

する数値を表形式で表示しています。

注 　 地方公共団体の会計は、「一般会計」と「特別会計」によって構成されていますが、団体ご

 とに各会計で経理する事業の範囲が異なっています。

 　このため、他の地方公共団体との比較や時系列での比較ができるよう、統一的な基準で整理

 した地方財政の統計上の会計が「普通会計」です。

 　八潮市の普通会計は、一般会計と土地区画整理事業特別会計の一部（主に道路整備に対する

 国庫補助事業分）を合せたものです。
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(単位：億円）

　本市の歳入・歳出総額は、平成１３年度と平成２８年度を比較すると、歳入では

「５８億円」、歳出では「４７．９億円」増加しています。

　グラフのとおり、歳入・歳出とも平成１４年度を境に減少傾向にありましたが、平成１８

年度からは再び増加に転じ、平成２１年度において大きく増加しました。平成２８年度は、

前年度と比べて歳入では「１６．６億円」、歳出では「１７．２億円」減少しています。

　減少した主な要因は、歳入については、

地方債では「小学校耐震補強・大規模改修事業」（１０．８億円）の減、諸収入では「八潮南

部中央地区交付清算金」（６．６億円）の減、各種交付金では「地方消費税交付金」（１．４

億円）の減などに伴うものです。

　また、歳出については、

教育費では「小学校耐震補強・大規模改修工事費」（１３．９億円）の減、土木費では「八潮

南部中央地区整備事業負担金」（６．６億円）の減、総務費では「減債基金積立金」（２．５

億円）の減などに伴うものです。
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(単位：億円）

　歳出総額の規模では、平成１３年度と平成２８年度を比較すると「４７．９億円」増加して

いますが、歳入の根幹である市税は「３６．２億円」の増加にとどまっています。

　平成２８年度は、木曽根北線・南線用地取得事業など、単年度の収入ではまかないきれない

大きな事業費の財源を確保するため、一般家庭の借金にあたる地方債（注１）を活用したり、

預貯金にあたる基金（注２）を取り崩したりするなどして対応しています。

注１  　地方債とは、自治体が借金することによる収入です。借金が収入になるのはおかしいようで

 すが、「借金をしても現金が入ってくる」と言う意味で収入として扱われます。

 　また、地方債の借入れが認められるのは、大きな施設などの建設に多額の費用を要するとき

 や、国の減税政策による市税収入の減を補てんする場合など、法律で定められています。

 　なお、地方債現在高とは、当該年度末での地方債の元金残高です。

注２  　基金とは、特定目的のために資金を積み立てたり、定額の資金を運用するために設置され

 たもので、一般家庭における預貯金にあたります。

 　なお、基金現在高とは、当該年度末での基金残高です。

301.0

251.3

283.4

302.2 305.2

163.7158.6

269.5277.8

127.5
～

292.5

275.3 275.3

～

243.0 247.5

152.7 156.5151.1

Ｈ２８

317.6

300.6288.8

317.1

300.9286.5278.8

２　歳入・歳出総額と地方債現在高、市税の関係

区　　分 Ｈ１３ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７Ｈ２４Ｈ２３Ｈ１８

148.3

歳出総額 235.5

歳入総額

市　　税

地方債現在高 269.1

133.5

237.9

282.4292.6

100

180

260

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

億円

年度

歳入総額

歳出総額

市税

地方債現在高

－3－



(単位：億円）

　グラフのとおり、地方債現在高は平成１６年度をピークに減少傾向となり、平成１８年度か

ら平成２７年度まで計画的に実施していた、小中学校耐震補強・大規模改修事業などの財源と

して地方債を活用していたため、ほぼ横ばい状態が続いていましたが、平成２８年度は再び減

少となっています。

　同様に、平成１８年度から計画的に実施していた、小中学校耐震補強・大規模改修事業が、

平成２７年度で終了したことなどにより、地方債現在高は平成１３年度に比べて「１７．８億

円」減少し、平成２８年度末では「２５１．３億円」となっています。　

　なお、平成２８年度の人口１人あたり地方債現在高は、埼玉県内の４０市平均では

「２７９，８９０円」で、八潮市では「２８８，４７１円」で県内市で１７番目に高い市とな

っています。

　また、基金現在高は平成２１年度以降減少傾向だったものの、平成２４年度末から増加に転

じ、さらに平成２８年度末基金現在高は「２７．２億円」で、平成２７年度末基金現在高と比

較して「４．３億円」増加しています。

平成28年度末の市民１人当たりの地方債・基金現在高

注１  　類似団体とは、総務省が毎年度作成する類似団体別市町村財政指数表にいう類型別の類似団

 体をいい、人口と産業構造の２要素によって分類されており、本市は「Ⅱ－１」です。

 県内の類似団体：蕨市、吉川市、長瀞町
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４－１　歳入決算額の推移

(単位：億円）

　市税収入は、平成１６年度から増加傾向に転じ、平成１７年８月のつくばエクスプレスの開

業に伴う人口の増加や、平成１９年度には三位一体の改革による国税から地方税への税源移譲

に伴う大幅な増加など、近年は増加傾向にあります。

　平成２８年度では、市民税（個人）（１．６億円）、固定資産税（２．５億円）の増等があ

ったことに伴い、市税全体で「５．１億円」増加しました。

　また、国・県支出金は、平成２８年度では「６３．９億円」となり、平成２７年度と比較し

「０．４億円」減少していますが、その要因として「大曽根小学校耐震補強・大規模改修事業

費補助金」（２．５億円）、「潮止小学校耐震補強・大規模改修事業費補助金」（０．９億円

）の減などがあげられます。

　本市の歳入の状況は、近年の傾向としては人口の増加等により、市税収入が増加することに

伴い地方交付税が減少傾向にあることから、今後より一層の市税収入などの一般財源（使途が

特定されていない財源）の確保に努めることが重要な課題となっています。

Ｈ２８

29.1 23.1

61.9 70.1

69.061.5

3.1

156.5

9.7

158.6

2.6

64.0

317.1305.2

58.3

28.2

そ の 他

地 方 債 30.8 20.2

247.5

59.8

302.2

47.2

317.6

地方交付税 12.5 1.6 5.1

～
国・県支出金

合　　計

25.1

243.0

64.3
～

24.5

61.7

市　　税 127.5 133.5

59.7

26.1

Ｈ２６

152.7

24.8

4.2

151.1148.3

54.2

Ｈ２３

1.4

163.7

4.3

301.0292.5

62.3

４　歳入の状況

63.9

Ｈ２４区　　　分 Ｈ１３ Ｈ１８ Ｈ２７Ｈ２５

0

50

100

150

200

250

300

350

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 年度

その他 地方債 国・県支出金 地方交付税 市税

－5－



４－２　経常一般財源収入の推移

(単位：億円）

　本市の経常一般財源（注）の内訳を見ると、歳入の根幹をなす市税は、平成２８年度では

「１５０．６億円」となっており、平成１３年度と比較すると「３２．９億円」の増加とな

っています。

　また、地方交付税のうち普通交付税については平成１７年度から平成２２年度までは不交

付団体でしたが、平成２３年度から再び交付団体となりました。

注  　経常一般財源とは、毎年度連続して経常的に収入される財源のうち、その使途が特定されず

 自由に使用できる収入をいいます。

 などです。また、歳入総額に占める経常一般財源の割合により、当該団体の収入の安定性と財

 政上の自立性がどの程度確保されているかを推測することができます。 

145.5 167.7 169.3

～
13.8 14.7 20.4 18.5

160.6146.3 155.5152.0 157.0

13.2

地方交付税 9.5 0.0 3.7
～

その他 18.3 22.3

合　計

14.1

Ｈ２８

市　税 117.7 124.0 138.6 140.2 143.9

区　　　分 Ｈ１３ Ｈ１８ Ｈ２７

3.0 2.0

Ｈ２６Ｈ２５Ｈ２４

 　具体的には、市税（法定普通税）、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税（普通交付税)

Ｈ２３

135.5

2.4

145.9 150.6

1.4 0.2

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

億円

年度

その他 地方交付税 市税

－6－



４－３　地方債の状況

(単位：億円）

　「つくばエクスプレス

関連」は、首都圏新都市

鉄道株式会社への貸付金

・出資金や南部地区の区

画整理事業負担金等に係る

地方債です。

(単位：億円）

　地方債現在高と公債費の推移のグラフでは、つくばエクスプレス建設のための出資金の財

源等に充てるため、平成２年度ごろから毎年度の元金償還（元金の返済）を上回る地方債の

借入れが続いていたことから、地方債現在高は増加していましたが、鉄道開通により出資金

が終了したことに伴い、平成１５年度をピークに地方債残高も減少してきました。

　平成２８年度の地方債借入額では、平成１３年度に比べて「２１．２億円」、平成２７年

度と比べると「１３．５億円」減少しました。

　今後、地方債現在高を減少させるためには、世代間の公平性には十分配慮しつつも、毎年

度の地方債発行額が元金償還金を超えないようにするなど、地方債発行の抑制に留意する必

要があります。
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４－４　実質公債費比率、将来負担比率の推移

①　実質公債費比率

　実質公債費比率は、一般会計等が負担する公債費、公営企業（一部事務組合）の公債

費、公営企業（一部事務組合）の公債費に係る繰出金（負担金）のうち公債費に充てら

られる分など、「実質的な公債費」が、「標準財政規模」にどの程度の割合（３か年平

均値）を占めているかを見る指標です。

　実質公債費比率（３か年平均値）が「１８％以上」となった場合は、地方債の発行に

あたって公債費負担の適正化を図るための「公債費負担適正化計画」を策定した上、県

の許可を受ける必要があります。

　また、この比率が地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）に基づ

く早期健全化基準以上となった場合、財政健全化計画を定め、「自主的な改善努力によ

る財政健全化」に努めるものとし、財政再生基準以上となった場合、財政再生計画を定

め「国等の関与による確実な再生」に努めなければならないとされています。

　本市の平成２８年度の３か年平均の比率は「８．３％」と、全国市町村平均の

「６．９％」や埼玉県内市町村平均の「４．６％」と比較して高い水準にあるものの、

早期健全化基準・財政再生基準を下回っています。

　他団体と比較して高い比率となっている要因は、つくばエクスプレス開業に向けた事

業費のほか、区画整理事業や公共下水道事業に係る事業費の財源とするための地方債の

発行が多いこと、さらにこれらの公営企業に対する繰出金が地方債の返済に充てられる

ものが多いことなどが挙げられます。

〔参考〕　Ｈ２８年度（単年度）の算定内訳

( ＋ ＋ )

注１：公営企業債の償還に充てた繰入金（1,088,608千円）などが含まれる。

注２：都市計画税充当額（966,161千円）などが含まれる。

注３：元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

注４：団体の一般財源の標準規模を示すもので、当比率では次のとおり算出

　　　される。（標準税収入額等＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額）
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②　将来負担比率

　財政健全化法に基づく財政指標の一つであり、一般会計等の地方債残高、債務負担行

為に基づく支出予定額及び公営企業債残高のうち普通会計からの繰出金で償還する見込

額などの「将来負担額」が、「標準財政規模」にどの程度の割合を占めているかを見る

指標です。

　本市では、平成２８年度は「６３．８％」と、全国平均の「３４．５％」や埼玉県内

市町村平均「２０．１％」と比較して高い水準にあるものの、早期健全化基準を下まわ

っています。

　他団体と比較して高い比率となっている要因としては、実質公債費比率が高い要因と

同様、つくばエクスプレスに係る地方債残高や区画整理事業に対する将来の負担が多く

見込まれることなどが挙げられます。

〔参考〕　Ｈ２８年度の算定内訳

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

注  　早期健全化基準及び財政再生基準は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健

 全化判断指標（実質赤字比率、連結赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）のいずれかが

 それぞれの基準以上の場合、財政の健全化に向けた取り組みが義務付けされる判断基準となる

 ものです。

 　「早期健全化基準」以上の場合、「財政健全化計画」を定め「自主的な改善努力による財政

 健全化」に努めなければならないとされています。

 努めなければならないとされています。

23,546,142 

1,922,681 Ｄ 算入公債費等

16,516,607 

計

16,516,607千円

(1) 地方債の現在高

Ｂ 充当可能財源等

Ｃ 標準財政規模

計

Ｆ（Ｃ－Ｄ）

14,593,926千円

14,605,266 

Ｄ　算入公債費等の額

Ｈ２８

63.8%

17,741,206 

25,161,977 

47,464,322 

区　　分

(3) その他

1,922,681千円

350.0%

(2) 公営企業等繰入金見込額

Ｃ　標準財政規模

(1) 基準財政需要額算入見込額

63.8%

Ａ 将来負担額

Ｈ２６

 　「財政再生基準」以上の場合、「財政再生計画」を定め「国等の関与による確実な再生」に

9,312,914千円

Ｂ　充当可能財源等

90.5%

早期健全化基準Ｈ２７

＝

112.9%

区　分

将来負担比率

Ａ　将来負担額

47,464,322千円

項　　　目 Ｈ２８年度

38,151,408 

Ｅ（Ａ－Ｂ）

38,151,408千円

(2) 充当可能な特定歳入等

4,561,139 

＝
－

－

－9－



５　歳出の状況

５－１　歳出決算額の推移（性質別）

(単位：億円）

　支出が義務づけられ任意に節減が困難な人件費、扶助費、公債費の３つの費目を「義務

的経費」と呼んでおり、本市の状況は、平成１３年度と平成２８年度を比較すると「義務

的経費」が「３４．５億円」増加し、「約１．３倍」に増えています。特に、扶助費の増

加が著しく「約３．５倍」に増えています。

　また、年々持続して固定的に支出される経費のことを「経常的経費」と呼んでおり、大

まかにいえば、「義務的経費」に、物件費、維持補修費及び補助費等を加えた費目ですが、

経常的経費の多くは一般財源によって賄われており、その増加は財政構造を悪化（硬直化）

させる危険性をはらんでいます。

　なお、平成２８年度の歳出総額に占める割合において、扶助費は「２２．５％」と最も

高く、次いで物件費の「１６．９％」、人件費の「１５．４％」、繰出金の「１２．３％」、

補助費等の「１１．１％」などとなっています。

Ｈ２８

投資及び出資金 0.2

貸　 付 　金 16.5

44.143.0普通建設事業費

5.9

～

合計

35.0 42.1

積　 立 　金

45.9

0.0

237.9 286.5

29.5

27.4

2.3

235.5

2.2

公   債   費

2.0

10.4

63.8

32.2

300.9 300.6 283.4

2.1 1.7

31.9

0.0 0.0

2.3

0.0

61.3

45.9

Ｈ２４

12.3 8.9

扶   助   費

補 助 費 等

物   件   費

6.0 4.4

維持補修費 3.2

33.6

12.2

繰   出   金

30.3

18.4

0.0

2.5

1.8

31.5 31.7

42.7

31.7

56.2

20.3 17.9

～

39.5

10.6

0.0

288.8

29.3

61.5

54.8

39.0

2.1

28.7

28.1

Ｈ２３

56.2人   件   費

Ｈ２５ Ｈ２７Ｈ２６

53.5 51.7 43.651.3

34.8

区　　　分 Ｈ１３ Ｈ１８

18.4 28.3 56.7

55.3

5.6

51.7

58.1

52.4

40.1

2.2

278.8

0.0

13.5

0.0

25.5 25.0

2.9

32.4 31.8 47.8

30.7

18.3

34.7 19.0

1.4 1.7 1.7

27.4 31.5

0.0 0.0 0.0災害対策事業費 0.0 0.0 0.3 0.0

0

50

100

150

200

250

300

350

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

億円

年度

災害対策事業費

普通建設事業費

積立金

投資及び出資金

貸付金

繰出金

補助費等

維持補修費

物件費

公債費

扶助費

人件費
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５－２　経常的経費充当一般財源の推移

(単位：億円）

　経常的経費に使われている一般財源（経常的経費充当一般財源）の推移を見てみると、

平成２８年度は平成２７年度と比較し「０．９億円」増加したものの、おおむね横ばい

傾向になっており、平成１３年度と平成２８年度の合計を比較すると「２２．８億円」

「約１．２倍」増加しています。

　主に、補助費等の増（１４億円）、扶助費の増（１１．６億円）、物件費、繰出金の

増（８．４億円）などが挙げられます。

12.3

15.8

31.5

16.6

36.3

148.9 149.8合　　計 127.0 137.6 145.0146.2 145.4 149.5

12.8

貸 付 金 0.0 0.0 0.00.1 0.0 0.0 0.0 0.0

25.7

1.6

繰 出 金 4.4 9.1 11.111.9 12.8 14.3

補助費等 11.7 10.7 15.4 14.8 14.815.9

31.9

～維持補修費 3.2 1.3 1.6 1.7 2.1 2.1 1.6

物 件 費 23.5 22.3 27.0 28.0 29.4

15.1 15.5 16.1

公 債 費 29.0 33.4 27.7 28.5 29.1

～

扶 助 費 5.0 9.2 15.7

47.6人 件 費 50.2 51.6 46.5 44.5 44.3

区　　分 Ｈ１３ Ｈ１８ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８Ｈ２３

44.0

27.1 24.9

26.8

14.7

27.6
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５－３　経常的経費充当一般財源と経常一般財源収入の推移

(単位：億円）

　経常的経費充当一般財源の推移と歳入の経常一般財源収入の推移を比較してみると、経

常的経費充当一般財源はおおむね右肩上がりで増加していましたが、平成２０年度頃から

は横ばいとなっています。一方の経常一般財源収入は地方交付税などの依存財源に影響を

受けるために、年度によって増減しています。

　また、平成２０年度から平成２３年度にかけては経常的経費充当一般財源と経常一般財

源収入が近づく傾向にありましたが、平成２４年度以降は徐々に経常一般財源が上回って

きています。

155.5

区　　　分 Ｈ２３

経常一般財源収入

経常的経費充当一般財源

145.5 146.3

Ｈ２５

160.6 167.7157.0152.0 169.3

Ｈ２８

149.8149.5 148.9

Ｈ２６ Ｈ２７

145.0 145.4

Ｈ１３ Ｈ１８ Ｈ２４

～ ～
127.0 137.6 146.2
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160
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経常的経費充当一般財源と経常一般財源収入の推移 経常的経費充当一般財源

経常一般財源収入
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５－４　経常収支比率の推移

～ ～

　経常収支比率（注）は、財政構造の弾力性を示す指標の一つで数値が高いほど弾力性が

ない（硬直化している）とされるものですが、近年ではグラフのとおり９０％前後の状況

が続いています。

　これは、「５－１　歳出決算額の推移（性質別）」でも触れましたが、主に扶助費や公

債費の増加によるものであると考えられます。

　なお、平成２８年度の埼玉県内４０市の平均比率は「９３．１％」で、八潮市は平均よ

りやや低い市となっています。

〔参考〕　Ｈ２８年度の算定内訳

＋ ＋

注  　経常収支比率とは、経常的経費充当一般財源を経常一般財源収入で除したものです。

 　この指標は、財政構造の弾力性を測定するために使われているもので、人件費、扶助費、公

 債費等の経常的経費に対し、地方税や地方譲与税などの経常的に収入される財源のうち、使途

 が特定されず自由に使用しうる収入（経常一般財源等）や臨時財政対策債がどの程度充当され

 ているかを見ることにより、その団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。

 　このため、数値が高いほど、財政構造の弾力性がない（硬直化している）といわれます。

0千円

88.1%

Ｈ２８

経常収支比率

経常収支比率（H28年度）

71,700千円

14,981,080千円

88.1% 93.1%

経常的経費に充当した一般財源等

16,925,685千円

区　　　分 Ｈ２３

84.4% 88.8%

Ｈ１３ Ｈ１８

×100

Ｈ２５ Ｈ２６

87.1%88.5%

Ｈ２４ Ｈ２７

89.8%

＝

県内40市

91.4%

減収補てん債

＝ 88.1%

臨時財政対策債

88.4%

八潮市
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％
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５－５　つくばエクスプレス関連経費の推移

(単位：億円）

　本市の歳出の特徴として、市民の悲願であったつくばエクスプレス開業に伴う大きな支

出があることが挙げられます。

　具体的には、本市では鉄道建設にあたり、鉄道会社（首都圏新都市鉄道株式会社）への

出資金（平成２年度から平成１６年度まで）や無利子貸付金（平成４年度から平成１９年

度まで）、さらに鉄道建設と一体的に行っている八潮南部地区の一体型特定土地区画整理

事業への負担金等（平成８年度～現在）の支出があります。

　平成２８年度は、平成２７年度と比較して「０．５億円」減少しましたが、これは南部

東一体型特定土地区画整理促進事業が「０．４億円」減少したことなどに伴うものです。

　なお、平成２８年度末までの支出額は、出資金が「２９．５億円」、貸付金が

「５８．３億円」、南部地区区画整理事業負担金等が「１７１．２億円」となっており、

総額では、「２５９億円」の支出額となっています。

0.0

0.0

0.00.2

11.5

0.0

0.0

4.319.0

0.0

0.0

3.8

0.0

17.2

0.0
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0.0
 首都圏新都市
 鉄道㈱出資金

首都圏新都市
鉄道㈱貸付金

南部地区区画整
理事業負担金等

0.2

6.6

0.0

6.9

合　　計 7.1

0.0

19.0 16.8 11.517.2

～ ～
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Ｈ２８

8.4 0.0
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６まとめ

　本市の財政状況を見ると、歳入のうち市税では、人口の増加や緩やかな景気回復基調を反映

して増加傾向にあります。市債では単年度の収入ではまかないきれない多額の事業費の財源を

確保し、世代間の公平性を図るため、後年度の負担に配慮しつつ活用してきました。近年では

公債費負担の適正化に取り組み、減少傾向にあるものの、依然高い水準で推移しています。

　一方、歳出では、義務的経費の一つである人件費は、職員数の削減や給与制度の改正等によ

り減少しているものの、扶助費については、障がい者福祉費等を中心に年々増加しています。

平成２８年度の歳出総額のうち、扶助費が約２３％を占めており、今後も増加が見込まれるこ

とから、更なる財政運営の効率化が求められます。

　また、固定系防災行政無線子局等更新工事など、将来への投資（財産形成）といえる普通建

設事業にも計画的に取り組んでおり、多くの財源を必要としています。

　さらに、人口の増加や高齢化の進展等により国民健康保険事業や介護保険事業等の社会保障

関係の特別会計に対する法定負担金・繰出金の増加や、区画整理事業などに対する国庫補助事

業に係る負担金や繰出金などの財政的支援も増加しています。

　このようなことから、歳入では、市税をはじめとする毎年度安定的に収入され使途が特定さ

れていない、経常一般財源収入を含めた自主財源を確保することが重要な課題となっています。

　また、歳出では、義務的経費といわれる人件費、公債費、扶助費の増加をできるだけ抑え、

自由に使える財源をいかに市民ニーズに対応した新たな政策的経費や投資的経費に充てられる

かが重要な課題であるといえます。

　特に、公債費については、つくばエクスプレス関連経費や土地区画整理事業の財源として地

方債を活用したことなどにより地方債現在高が増加し、公債費の負担割合が大きくなっていた

時期があります。

　このため、世代間の公平性には留意しつつも、毎年度の地方債発行額を元金償還金以内にと

どめ地方債現在高を減らすなど、今後も、公債費負担の適正化を図ることが重要な課題となっ

ています。

　また、公営企業（区画整理事業や公共下水道事業）においては、「独立採算の原則」に基づ

き経営の健全化を図りながら、一般会計からの財政支援に頼らない事業経営が求められていま

す。

　いずれにしても、歳入については、市税をはじめとした自主財源の確保に向けた取り組み等

を徹底して進めるとともに、歳出については事業の見直しや効率的かつ効果的な事業手法のあ

り方等を再検証し、全庁一丸となって歳出削減に向けて取り組む必要があります。
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